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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり中間

（当期）純損失金額であるため記載しておりません。 

３．第42期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。

４．平成19年２月14日開催の臨時株主総会において、平成19年３月31日付をもって100株を１株とする株式併合 

   を決議し、発行済株式総数1,067,657,884株は、10,676,578株に変更されております。 

回次 第41期中 第42期中 第43期中 第41期 第42期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 (百万円) 2,184 1,932 1,894 4,234 3,486 

経常損失 (百万円) 112 295 822 251 959 

中間（当期）純損失 (百万円) 118 740 1,498 621 1,659 

純資産額 (百万円) 7,714 7,224 7,907 7,950 7,989 

総資産額 (百万円) 8,023 8,683 8,125 8,306 8,433 

１株当たり純資産額 (円) 8.21 7.39 411.01 8.17 748.36 

１株当たり中間（当

期）純損失金額 
(円) 0.14 0.76 80.10 0.70 164.65 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益金額 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 96.2 82.8 96.4 95.7 93.6 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △815 △552 △363 △2,228 △1,298 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △140 △1,210 △609 △1,099 △1,724 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 3,468 1,000 1,404 4,210 1,682 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

(百万円) 3,638 1,247 1,104 2,011 670 

従業員数 (人) 113 120 111 123 107 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり中間

（当期）純損失金額であるため記載しておりません。 

３．第42期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。

４．平成19年２月14日開催の臨時株主総会において、平成19年３月31日付をもって100株を１株とする株式併合 

   を決議し、発行済株式総数1,067,657,884株は、10,676,578株に変更されております。 

回次 第41期中 第42期中 第43期中 第41期 第42期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 (百万円) 2,152 1,715 968 4,188 2,796 

経常損失 (百万円) 85 292 813 213 898 

中間（当期）純損失 (百万円) 89 735 1,560 585 1,726 

資本金 (百万円) 5,774 6,150 7,680 6,150 6,961 

発行済株式総数 (千株) 938,657 972,657 19,077 972,657 10,676 

純資産額 (百万円) 7,777 7,286 7,848 8,018 7,982 

総資産額 (百万円) 8,118 9,010 8,252 8,400 8,575 

１株当たり純資産額 (円) 8.28 7.48 408.36 8.24 747.64 

１株当たり中間（当

期）純損失金額 
(円) 0.11 0.75 83.40 0.66 171.31 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益金額 

(円) ― ― ― ― ― 

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 95.8 80.8 94.3 95.4 92.2 

従業員数 (人) 55 65 65 65 60 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

   当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

    事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

（注）１．従業員数は、就業人員であります。 

    ２．従業員数が前期末に比べ４名増加しましたのは、小売事業の進出にともない、商品部におけるもので

      あります。 

(2）提出会社の状況 

（注） 従業員数は就業人員であります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年９月30日現在

事業部門の名称 従業員数（人） 

・宝飾品部門 93 

・管理部門 18 

合計 111 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 65 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、堅調な企業業績を背景とした設備投資の増加、雇用情勢の着実な改善 

、個人消費の持ち直しなど、景気は総じて回復基調で推移いたしました。 しかしながら、原油価格の高騰や米国経済

の不安定さ等が、景気の先行きに不透明感をもたらしています。 

 宝飾品業界におきましては、個人所得の伸び悩みもあり物販に対する個人消費が低迷するなど厳しい経営環境の中 

、企業間の競合は熾烈さを増しております。 

 このような状況のもと、当社グループは、前期までの取組みを踏まえ、今期より本格的に卸売事業から小売事業へ

の転換に取組み、新しい事業基盤の整備を進めております。 

 当社はロシア連邦サハ（ヤクーチア）共和国産のダイヤモンドの仕入れ、研磨から制作、販売まで一貫してグルー

プ内で行う唯一の日本企業として、原産地証明付きのバージンダイヤモンドの小売販売拡大を進めております。原石

から研磨しリサイクルでない高品質のダイヤモンドという特長を強調し、エンゲージリングを主力商品に据え販売に

注力しております。 

 ６月にはエンゲージリングに特化したオンラインショップをインターネット上に開設し、ネット販売の基礎を確立

しましたので、これをベースに小売事業へ本格的に進出してまいります。その他、百貨店・催事への出店回数も増や

し、様々な顧客層を取り込みながら、卸売事業から小売事業への転換を着実に推進しております。 

 このような取組みを続ける中で、売上高は 1,894百万円（前年同期比2.0％減）と当初の中間連結業績予想の売上

高1,740百万円を達成しました。小売事業での売上高は増加傾向にありますが、卸事業縮小に伴う売上高減少を補う規

模にはまだ達しておらず、海外子会社である公開型株式会社サハダイヤモンドのロシア国内での好調な原石販売が売

上高を下支えしたかたちとなりました。 

 損益面におきましては、国内販売が中間期の計画比28.3％減と大幅に減少したことに加え、販売促進に伴う販売価

格の低下等を原因とした商品の評価引当金170百万円の計上等により売上総利益が115百万円の損失となりました。 

 また、株式併合等支払手数料の増加等による販売費及び一般管理費の増加により営業利益は780百万円の損失、海外

貸付金の円高による為替差損25百万円の発生等により経常利益は822百万円の損失となりました。また、本社ビルの土

地建物を売却したことによる固定資産売却益27百万円の特別利益を計上いたしましたが、投資有価証券の評価損523百

万円、固定資産の減損損失97百万円、等により当中間純損失額は1,498百万円となりました。 

 今後の施策としては、リアルな店舗サービスとオンラインショップとの相乗効果、および一層の販売強化を狙い、路

面店の店舗展開を図っていく計画です。約１年に亘る新業態の調査と企画が終了し、いよいよ12月にエンゲージリン

グをメインとした銀座本店をオープンいたします。今期中にさらに２店舗出店し、来期に向けて積極的な店舗展開（3

年で65店の計画）を進めてまいります。併せて、求めやすさを重視した商品開発も進め、アクセサリーからジュエリ

ーまで幅広い商品を、ネットや店舗でも販売してまいります。 

  当社の事業の種類別セグメントの業績につきましては、宝飾品事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメント 

の売上高合計及び営業利益の金額合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の 

記載を省略しております。 

 所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。  

 ①日本   

   国内は、卸から小売へ販売重点先をシフトする過程において、売上高は968百万円（前年同期比43.6％減）となり 

  、また小売事業強化に伴う販売費及び一般管理費の増加等により営業損失は、759百万円となりました。 

 ②ヨーロッパ 

   ヨーロッパは、海外子会社における販売が堅調におこなわれ、売上高は1,147百万円（前年同期比0.4％増）となり 

 ましたが、営業費用の増加等により、営業損失は39百万円となりました。 



（2）キャッシュ・フロー  

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度

末に比べ433百万円増加し、1,104百万円となりました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそ

れらの要因は次のとおりであります。 

 (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 当中間連結会計期間における営業活動による資金の減少は363百万円であり、前中間連結会計期間と比べ189百万円の

支出減となりました。これは主に、税金等調整前中間純損失が1,511百万円あったものの、たな卸資産の減少が338百万

円あったこと等によるものです。  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における投資活動による資金の減少は609百万円であり、前中間連結会計期間と比べ601百万円の

支出減となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出が477百万円、投資有価証券の取得による支出が691

百万円あったものの、有形固定資産の売却による収入が560百万円あったこと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における財務活動による資金の増加は1,404百万円であり、前中間連結会計期間と比べ404百万円

の収入増となりました。これは主に、株式の発行による収入が、1,428百万円あったこと等によるものであります。 

項目 
前中間連結会計期間

(平成18.4.1～平成18.9.30)
当中間連結会計期間 

(平成19.4.1～平成19.9.30) 増減

営業活動による連結キャッシュ・フロー △552百万円  △363百万円  189百万円

投資活動による連結キャッシュ・フロー △1,210百万円       △609百万円   601百万円

財務活動による連結キャッシュ・フロー 1,000百万円  1,404百万円  404百万円

現金及び現金同等物の増加 △763百万円    433百万円  1,197百万円



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）商品仕入実績 

 当中間連結会計期間の商品仕入実績を示すと、次のとおりであります。 

 （注）１.金額は販売価格によっております。 

２.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対応すべき課題は次のとおりであります。 

   当社グループは、当中間期より、本格的に卸売事業から小売事業への転換に取組み、新しい事業基盤の整備を進

  めております。 

   具体的には、エンゲージリングに特化したオンラインショップを開設し、これをベースに小売事業へ本格的に進

  出し、路面展開による積極的な店舗展開も進めてまいります。  

  その他、百貨店・催事への出店回数も増やし、様々な顧客層を取り込みながら、卸売事業から小売事業への転換

  を推進しております。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

宝飾品事業（百万円） 1,797 81.2 

合計（百万円） 1,797 81.2 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

宝飾品事業（百万円） 1,894 98.0 

合計（百万円） 1,894 98.0 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会社において、株式会社サハダイヤモンドは、次の主要な設備を売却しております。 

なお、当該物件は賃貸借契約を締結しており、継続してサハダイヤモンドビルとして使用いたします。 

 提出会社 

  

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新計画は次のとおりであります。 

 （注）上記金額には、消費税等は含んでおりません。 

  

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 
（人） 建物及び構

築物 
土地 

(面積㎡) 
その他 合計 

株式会社サハダ

イヤモンド 

サハダイヤモン

ドビル 

（東京都墨田

区） 

宝飾品事業 
統括業務設備 

販売設備 
158 

366 

  （333.11）
    ― 524     ― 

会社名 所在地 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達方
法 

着手及び完了予定年月 
完了後の増
加能力 総額 

（百万円）
既支払額 

（百万円）
着手 完了 

株式会社サハ

ダイヤモンド 
東京都墨田区 小売事業 

地下１階展示

場 
20 4 自己資金 平成19年9月 平成19年12月   ― 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成19年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行されたものは含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

  ① 平成18年10月５日取締役会決議（第４回新株予約権） 

 （注）当社第５回新株予約権の発行、株式併合（平成19年３月31日効力発生）並びに、第６回新株予約権の発行により

    、行使価格及び割当株式数が変更されております。（変更前の「行使価格」は740.74円、「新株予約権１個当た 

    り」は27,000株であります。） 

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 150,000,000 

計 150,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 

(平成19年９月30日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成19年12月20日) 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 19,077,774 20,407,004 ジャスダック証券取引所 ─ 

計 19,077,774 20,407,004 ─ ─ 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 270 270 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）             ─ 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式      同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 12,555,000 12,555,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 430 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年10月25日 

至 平成21年10月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格      430  

資本組入額     215 
同左 

新株予約権の行使の条件 

各新株予約権の行使にあ

たっては、一部行使はで

きないものとします。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡する場合は、当社取

締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 ─           ─ 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─           ─ 



② 平成19年２月14日臨時株主総会決議（第５回新株予約権）  

  

③ 平成19年１月29日取締役会決議（第６回新株予約権）  

  

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 2,472 2,412 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）             ─             ─ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式      同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 24,720,000 24,120,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 170 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年４月2日 

至 平成21年３月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     171.2 

資本組入額    85.6 
同左 

新株予約権の行使の条件 
各新株予約権の一部行使は

できないものとする。 
同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

本新株予約権の譲渡につい

ては、当社取締役会の承認

を要するものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 ─           ─ 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─           ─ 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 10,555,237 9,826,007 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）             ─             ─ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式      同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 10,555,237 9,826,007 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 170 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年６月25日 

至 平成21年２月29日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格      170 

資本組入額     85 
同左 

新株予約権の行使の条件 
各新株予約権の一部行使は

できないものとする。 
同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

本新株予約権の譲渡につい

ては、当社取締役会の承認

を要するものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 ─           ─ 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─           ─ 



(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）１. 平成19年６月28日開催の定時株主総会において、資本準備金を1,726百万円減少し、欠損てん補することを決 

     議しております。 

   ２. 平成19年10月１日から平成19年11月30日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が1,329,230 

         株、資本金及び資本準備金がそれぞれ113百万円増加しております。 

    

(5）【大株主の状況】 

 （注） 上記のほか、証券保管振替機構名義の株式が124,620株あります。 

年月日 
発行済株式総数
増減数（株） 

発行済株式総数
残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増減
額 （百万円） 

資本準備金残高
（百万円） 

平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日

（注２） 

8,401,196 

 

19,077,774 

 

719 

 

7,680 

 

△1,007 

 （注１）

1,666 

 

平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株）  

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

 株式会社サハ資源開発事業団 東京都中央区新川２丁目９-３ 812,330 4.26 

 宗教法人各宗連合仏教会円満院 埼玉県さいたま市岩槻区大字末田字新田37-２ 797,010 4.18 

 小山田 荘権 東京都練馬区 665,600 3.49 

 グリーン・キャピタル株式会社  東京都千代田区丸の内３丁目２-３ 富士ビル 560,000 2.94 

 酒井 竹志 東京都世田谷区 300,000 1.57 

 ビー・エヌ・ピー・パリバ・セ 

 キュリティーズ（ジャパン）リ 

 ミテッド（ビー・エヌ・ピー・ 

 パリバ証券会社） 

 日本に於ける代表者安田 雄典 

東京都千代田区大手町１丁目７-２ 東京サンケイ

ビル 

225,400 1.18 

 ＳＢＩイー・トレード証券株式会

 社 自己融資口  

 代表取締役 井上 太良 

 東京都港区六本木１丁目６-１ 186,500 0.98 

 深江 今朝夫  大阪府堺市堺区 149,000 0.78 

 ステート ストリート バンク ア 

 ンド トラスト カンパニー 

（常任代理人 株式会社みずほコ 

 ーポレート銀行兜町証券決済業務

 室 室長 佐藤 夏樹） 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 U.S.A 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

148,500 0.78 

 渡辺 祐樹  愛媛県今治市 132,400 0.69 

計   3,976,740 20.84 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、124,600株含まれております。 

       また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式の数1,246個が含まれております。 

②【自己株式等】 

（注）上記のほか、株主名簿上は当社名義になっておりますが実質的に所有していない株式が10株あります。 

なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「単元未満株式」の欄に含まれております。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ─ ─ ─ 

議決権制限株式（自己株式等） ─ ─ ─ 

議決権制限株式（その他） ─ ─ ─ 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 10,920 ─ ─ 

完全議決権株式（その他） 普通株式 18,331,300 183,313 ─ 

単元未満株式 普通株式 735,544 ─ ─ 

発行済株式総数 19,077,774 ─ ─ 

総株主の議決権 ─ 183,313 ─ 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

㈱サハダイヤモンド 
東京都墨田区千歳 

３丁目12番７号 
10,920  ─  10,920 0.06 

計 ─ 10,920  ─  10,920 0.06 

月別 平成19年４月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月 

最高（円） 800 220 199 169 154 118 

最低（円） 185 150 155 113 98 99 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

  当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30 

 日まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表

 については藤井幸雄公認会計士事務所、公認会計士藤井幸雄氏および橘内公認会計士事務所、公認会計士橘内進氏

 により中間監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19 

 年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年

 ９月30日まで）の中間財務諸表についてはフロンティア監査法人により中間監査を受けております。 

   なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

  前中間連結会計期間及び前中間会計期間  藤井幸雄公認会計士事務所 公認会計士 藤井 幸雄氏 

                      橘内公認会計士事務所   公認会計士 橘内 進氏 

  当中間連結会計期間及び当中間会計期間  フロンティア監査法人 

   



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金     1,247     1,104     670  

２ 受取手形及び売
掛金 

※３   591     399     461  

３ たな卸資産     3,877     3,482     3,820  

４ その他     462     166     180  

貸倒引当金     △298     △117     △35  

流動資産合計     5,880 67.7   5,034 62.0   5,097 60.4 

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産                    

(1）建物及び構築
物 

※１,
５ 

265           －     210    

(2）土地   366           －     366    

(3）建設仮勘定   －     680     218     

(4）その他 
※１,
５ 

146 778   20 700   66 861   

２ 無形固定資産                    

(1) のれん   17     －     －     

(2) その他   13 31   79 79   4 4   

３ 投資その他の資
産                    

(1）投資有価証券 ※４  1,490     1,999     2,101    

(2）破産債権、再
生債権、更生
債権その他こ
れらに準ずる
債権 

  652     1,168     1,114    

(3）その他 ※２ 558     327     363    

貸倒引当金   △708 1,992   △1,182 2,312   △1,110 2,469   

固定資産合計     2,802 32.3   3,091 38.0   3,335 39.6 

資産合計     8,683 100.0   8,125 100.0   8,433 100.0 

                     
 



   
前中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 支払手形及び買
掛金     125     76     62  

２ 賞与引当金     8     6     6  

３ その他 ※４    322     130     370  

流動負債合計     455 5.2   213 2.6   439 5.2 

Ⅱ 固定負債                    

１ 社債     1,000     －     －  

２ その他     3     4     4  

固定負債合計     1,003 11.6   4 0.1   4 0.1 

負債合計     1,459 16.8   217 2.7   443 5.3 

                     

 （純資産の部）                    

 Ⅰ 株主資本                    

  １ 資本金     6,150 70.8   7,680 94.5   6,961 82.6 

  ２ 資本剰余金     1,862 21.5   1,666 20.5   2,674 31.7 

  ３ 利益剰余金     △816 △9.4   △1,507 △18.5   △1,735 △20.6 

  ４ 自己株式     △0 △0.0   △2 △0.0       △0   △0.0 

株主資本合計     7,195 82.9   7,838 96.5   7,900 93.7 

Ⅱ 評価・換算差額
等                     

  １ その他有価証券
評価差額金     1 0.0   1 0.0   1 0.0 

  ２ 為替換算調整勘
定     △5 △0.1   △2 △0.0   △7 △0.1 

評価・換算差額等
合計      △4 △0.0   △1 △0.0   △6 △0.1 

Ⅲ 新株予約権      8 0.1   62 0.7   72 0.9 

Ⅳ 少数株主持分      24 0.3   9 0.1   23 0.3 

純資産合計      7,224 83.2   7,907 97.3   7,989 94.7 

負債純資産合計     8,683 100.0   8,125 100.0   8,433 100.0 

                     



②【中間連結損益計算書】 

   

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     1,932 100.0   1,894 100.0   3,486 100.0 

Ⅱ 売上原価     1,697 87.9   2,009 △106.1   3,282 94.2 

売上総利益又
は売上総損失
（△） 

    234 12.1   △115 △6.1   203 5.8 

Ⅲ 販売費及び一般
管理費                    

１ 交通通信費   46     －     －    

２ 支払手数料   176     195     339    

３ 役員報酬及び
給料手当   170     164     346    

４ 賞与引当金繰
入額   9     6     6    

５ 減価償却費   22     25     65    

６ のれん償却
額    4     －     8    

７ その他   157 587 30.4 273 665 35.1 403 1,169 33.5 

営業損失     352 △18.3   780 41.2   965 △27.7 

Ⅳ 営業外収益                    

１ 受取利息   3     2     5    

２ 受取配当金   2     0     11    

３ 為替差益    49     －     61    

４ その他   7 61 3.2 3 6 0.3 9 88 2.5 

Ⅴ 営業外費用                    

１ 支払利息   3     －     3    

２ 為替差損   －     25     －    

３ 株式交付費   －     21     1    

４ その他   1 4 0.2 0 47 2.5 77 82 2.4 

経常損失     295 △15.3   822 △43.4 959 △27.6 

Ⅵ 特別利益                    

１ 貸倒引当金戻
入益   1     －   －    

２ 投資有価証券
売却益   2     －     2     

３ 固定資産売却
益 

  － 3 0.2 27 27 1.5 － 2 0.1 

                     
 



   

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅶ 特別損失                    

１ 投資有価証券
評価損   89     523     69    

２ 貸倒引当金繰
入額   352     95     491    

３ 減損損失 ※3 －     97     116    

４ その他 ※2 0 442 22.9 0 717 37.9 21 698 20.0 

税金等調整前
中間（当期）
純損失 

    734 △38.0   1,511 △79.8   1,655 △47.5 

法人税、住民
税及び事業税     6 0.3   0 0.0   4 0.1 

少数株主損失     0 △0.0   14 △0.7   0 △0.0 

中間（当期）
純損失     740 △38.3   1,498 △79.1   1,659 △47.6 

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）           

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
6,150 2,447 △660 △0 7,936 

中間連結会計期間中の変動額          

準備金から剰余金への振替

(注) 
  △173 173   －

剰余金の内訳科目間の振替

(注) 
  △411 411   －

中間純損失     △740   △740 

自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の中間

連結会計期間中の変動額

（純額） 

          

中間連結会計期間中の変動額

合計 

（百万円） 

－ △585 △155 △0 △740 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
6,150 1,862 △816 △0 7,195 

 

評価・換算差額等 

 新株予約権  少数株主持分  純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

為替換算調整勘
定 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

6 7 13 12 24 7,987 

中間連結会計期間中の変動額            

準備金から剰余金への振替(注)           － 

剰余金の内訳科目間の振替(注)           － 

中間純損失           △740 

自己株式の取得           △0 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△5 △12 △17 △4 △0 △22 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△5 △12 △17 △4 △0 △762 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

1 △5 △4 8 24 7,224 



当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日）           

  

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式   株主資本合計 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
6,961 2,674 △1,735 △0 7,900 

中間連結会計期間中の変動額          

新株の発行 719 719     1,438 

準備金から剰余金への振替   △1,726 1,726   －

中間純損失     △1,498   △1,498 

自己株式の取得       △2 △2 

自己株式の処分     △0 0 0 

株主資本以外の項目の中間

連結会計期間中の変動額

（純額） 

          

中間連結会計期間中の変動額

合計 

（百万円） 

719 △1,007 228 △1 △62 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
7,680 1,666 △1,507 △2 7,838 

 

評価・換算差額等 

 新株予約権  少数株主持分  純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

為替換算調整勘
定 

評価・換算差額
等合計 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

1 △7 △6 72 23 7,989 

中間連結会計期間中の変動額            

新株の発行           1,438 

準備金から剰余金への振替           － 

中間純損失           △1,498 

自己株式の取得           △2 

自己株式の処分           0 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

0 4 4 △9 △14 △19 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

0 4 4 △9 △14 △81 

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

1 △2 △1 62 9 7,907 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）  

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
6,150 2,477 △660 △0 7,936 

連結会計年度中の変動額          

新株の発行 811 811     1,623 

準備金から剰余金への振替

(注) 
  △173 173   － 

剰余金の内訳科目間の振替

(注) 
  △411 411   － 

当期純損失     △1,659   △1,659 

自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額（純

額） 

          

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
811 226 △1,074 △0 △35 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
6,961 2,674 △1,735 △0 7,900 

 

評価・換算差額等 

 新株予約権  少数株主持分  純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

為替換算調整勘
定 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

6 7 13 12 24 7,987 

連結会計年度中の変動額            

新株の発行           1,623 

準備金から剰余金への振替(注)           － 

剰余金の内訳科目間の振替(注)           － 

当期純損失           △1,659 

自己株式の取得           △0 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△4 △15 △20 59 △0 38 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△4 △15 △20 59 △0 2 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

1 △7 △6 72 23 7,989 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   

前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー        

税金等調整前中間（当期）純損失   △734 △1,511 △1,655 

減価償却費   22 25 65 

のれん償却額    4 － 22 

有形固定資産売却益   － △27 － 

有形固定資産除売却損   － 0 6 

有形固定資産除却損   0 － 0 

賞与引当金の増減額（△減少額）   1 0 △0 

貸倒引当金の増加額   322 154 460 

受取利息及び受取配当金   △5 △2 △17 

支払利息   3 － 3 

減損損失   － 97 116 

売上債権の増減額（△増加額）   △1 62 97 

たな卸資産の増減額（△増加額）   △550 338 △494 

投資有価証券売却益   △2 － △1 

投資有価証券売却損   － 0 － 

投資有価証券評価損   89 523 69 

未収消費税等の増減額（△増加
額）   85 △15 40 

仕入債務の増減額（△減少額）   △86 14 △149 

その他の増減額（△減少額）   304 △11 139 

小計   △547 △350 △1,295 

利息及び配当金の受取額   5 2 17 

利息の支払額   △3 － △3 

法人税等の支払額   △6 △14 △17 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △552 △363 △1,298 

 



   

前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー        

    投資有価証券の取得による支出   △1,275 △691 △1,636 

    投資有価証券の売却による収入   226 20 281 

     有形固定資産の取得による支出   △56 △477 △307 

     有形固定資産の売却による収入   － 560 0 

     無形固定資産の取得による支出   △9 △70 △1 

    投資不動産の取得による支出   △67 － △69 

    投資不動産の売却による収入   － 15 － 

     貸付による支出   △29 △0 △15 

     貸付金の回収による収入   0 0 2 

    その他   0 34 19 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △1,210 △609 △1,724 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー         

社債の発行による収入    1,000 － 1,000 

社債の償還による支出   － － △1,000 

株式の発行による収入   － 1,428 1,620 

新株予約権の発行による収入   － － 62 

株式交付費の支出   － △21 － 

自己株式の売却による収入   － 0 － 

自己株式の取得による支出   － △2 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー   1,000 1,404 1,682 

Ⅳ. 現金及び現金同等物に係る換算差額   0 1 0 

Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額   △763 433 △1,340 

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高   2,011 670 2,011 

Ⅶ．現金及び現金同等物の中間期（期
末）残高 

※ 1,247 1,104 670 

         



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

         ──────  当社グループの連結経営成績におい

て、当中間決算（連結）の売上総利益

、営業利益、経常利益が赤字のほか、

当中間純利益でも特別損失の発生等に

より大幅な赤字を計上しております。

その他、財務指標面からみて、連結当

期純利益面では、平成16年３月期より

継続的な赤字を計上、また、営業活動

によるキャッシュフロー面でもマイナ

スとなっております。このような状況

により継続企業の前提に重要な疑義が

存在しております。 

 当社グループは、この継続企業の前

提に重要な疑義を抱かせる状況を解消

するため、過去の卸売りによる宝飾品

事業から脱皮して、エンドユーザーを

相手としたブライダルジュエリーを核

とした小売事業へ特化し、利幅の取れ

る事業を構築してまいります。 

 具体的には、組織の見直しを行いな

がら、商品部では、商品構成の企画開

発を強化し、販売面では、エンゲージ

リングに特化した店舗の出店のほか百

貨店・各企業向けの展示会の開催、イ

ンターネットのショッピングサイトの

構築により、当社グループのサハ産ダ

イヤモンドをブランド化し、差別化し

た商品として販売活動を行いながら、

実効ある事業を推進し、営業収益の向

上を図ってまいります。 

 一方、当中間決算（連結）の当社グ

ループの現預金残高は、1,104百万円

（前期末比433百万円増）と前期末比

増加しておりますが、今後の事業展開

を考慮すると決して充分な手持ち資金

とはいえません。その他、現在、所有

しております簿価（平成19年10月末現

在）1,921百万円の投資有価証券の資

金化も視野に入れ、また、現在、発行

済の新株予約権を所有している投資家

から引き続いて権利行使による資本増

強の協力を得ながら、新しい事業に専

念邁進できる体制作りができるものと

考えております。 

 なお、中間連結財務諸表は、継続企

業を前提として作成しており、このよ

うな重要な疑義の影響を中間連結財務

諸表に反映しておりません。 

        ────── 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 

 連結子会社の数     3社  連結子会社の数     3社  連結子会社の数     3社 

主要な連結子会社名 

 ㈱サハダイヤモンド、㈱サハダ

イヤモンドマニュファクチュアリ

ング、㈱サハダイヤモンド・エイ

ペル 

  

主要な連結子会社名 

 ㈱サハダイヤモンド、㈱サハダ

イヤモンドマニュファクチュアリ

ング、㈱サハダイヤモンド・エイ

ペル 

  

主要な連結子会社名 

 ㈱サハダイヤモンド、㈱サハダ

イヤモンドマニュファクチュアリ

ング、㈱サハダイヤモンド・エイ

ペル 

  

  内、 ㈱サハダイヤモンドマニュフ

ァクチュアリングについては、平

成18年12月21日開催の取締役会に

おいて閉鎖を決議し、現在清算中

であります。 

      同左 

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

 非連結子会社及び関連会社はあ

りません。 

同左 同左 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３．連結子会社の決算日等に関する

事項 

 連結子会社のうち、㈱サハダイ

ヤモンド、㈱サハダイヤモンドマ

ニュファクチュアリングの中間決

算日は6月30日であります。 

 中間連結財務諸表の作成に当た

っては、中間決算日現在の財務諸

表を使用しております。ただし、

中間連結決算日までの期間に発生

した重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。  

 連結子会社のうち ㈱サハダイ

ヤモンド及び㈱サハダイヤモンド

マニュファクチュアリングの中間

決算日は6月30日であります。 

 中間連結財務諸表の作成に当た

っては、中間決算日現在の財務諸

表を使用しております。ただし、

中間連結決算日までの期間に発生

した重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。 

 連結子会社のうち ㈱サハダイ

ヤモンド及び㈱サハダイヤモンド

マニュファクチュアリングの決算

日は12月31日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たって

は、同決算日現在の連結財務表を

使用しております。ただし、1月1

日から連結決算日3月31までの期間

に発生した重要な取引について

は、連結上必要な調整を行ってお

ります。  

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

（イ）有価証券 （イ）有価証券 （イ）有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

 中間連結決算日の市

場価格等に基づく時価

法（評価差額は部分純

資産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定） 

同左  連結決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は部分純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定）  

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法による原

価法 

同左 同左 

(ロ）たな卸資産 (ロ）たな卸資産 (ロ）たな卸資産 

 主として移動平均法による

原価法 

同左 同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

（イ）有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は

定率法をまた、在外連結子会

社は、当該国の会計基準の規

定に基づく定額法を採用して

おります。（ただし、当社及

び国内連結子会社は平成10年

４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）は定額法

によっております。）  

（イ）有形固定資産 

  当社及び国内連結子会社は

定率法をまた、在外連結子会

社は、当該国の会計基準の規

定に基づく定額法を採用して

おります。（ただし、当社及

び国内連結子会社は平成10年

４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）は定額法

によっております。）  

（イ）有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は

定率法をまた、在外連結子会

社は、当該国の会計基準の規

定に基づく定額法を採用して

おります。（ただし、当社及

び国内連結子会社は平成10年

４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）は定額法

によっております。）  

 なお、主な耐用年数は、次

のとおりであります。  

 建物及び構築物 10～65年 

  なお、主な耐用年数は、次

のとおりであります。  

  工具器具備品 2～10年  

（会計方針の変更） 

 当社及び国内連結子会社

は、法人税法の改正に伴い、

当中間連結会計期間より、平

成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、改

正後の法人税法に基づく減価

償却の方法に変更しておりま

す。 

 これによる損益に与える影

響は軽微であります。 

 なお、主な耐用年数は、次

のとおりであります。  

 建物及び構築物 10～65年 

(ロ）無形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は

定額法を採用し、在外連結子

会社は所在地国の会計基準に

基づく定額法を採用しており

ます。 

 なお、自社利用のソフトウ

エアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づいております。  

(ロ）無形固定資産 

   同左 

  

  

  

  

  

  

(ロ）無形固定資産 

   同左 

  

  

  

  

  

  

(3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 (イ）貸倒引当金 (イ）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒

損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

同左 同左 

(ロ）賞与引当金 (ロ）賞与引当金 (ロ）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備え

るため、個別に計算した支給

見込額を計上しております。 

同左 同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

 なお、在外子会社の資産及び

負債は、中間決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整勘

定及び少数株主持分に含めて計

上しております。 

(5）   ────── 

    同左 

  

  

    

  

  

  

  

  

  

  

  

(5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理方法

によっております。 

 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

 なお、在外子会社の資産及び

負債は、連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整勘

及び少数持株分に含めて計上し

ております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

     同左  

(6）消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっております。 

(6）消費税等の会計処理方法 

     同左 

(6）消費税等の会計処理方法 

      同左 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

５．連結連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

  手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。 

      同左        同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）  

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は7,191百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

      ────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）  

 前連結会計年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は 7,894百万円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結

貸借対照表の純資産の部については、

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の連結財務諸表規則により作成して

おります。 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間連結貸借対照表）             ────── 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」とし

て掲記されていたものは、当中間連結会計期間から「の

れん」と表示しております。   

  

 (中間連結損益計算書)  （中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却

額」として掲記されていたものは、当中間連結会計期間

から「のれん償却額」と表示しております。   

前中間連結会計期間まで区分掲載しておりました「交通

通信費」（当中間連結会計期間は42百万円）は、販売費

及び一般管理費の総額の100分の10以下となったため、販

売費及び一般管理費の「その他」に含めて表示しており

ます。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書）   （中間連結キャッシュ・フロー計算書）  

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却

額」として掲記されていたものは、当中間連結会計期間

から「のれん償却額」と表示しております。   

 営業活動によるキャッシュ・フローの「有形固定資産除 

却損」は、当中間連結会計期間において、金額的重要性乏

しくなったため「有形固定資産除売却損」に含めておりま

す。 

 なお、当中間連結会計期間の「有形固定資産除売却損」

に含まれている「有形固定資産除却損」は、０百万円であ

ります。 



追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 （家賃収入）        ────── ────── 

 従来、家賃収入は営業外収益として

処理しておりましたが、前連結会計年

度の下期において家賃収入については

売上高に含めて処理することに変更い

たしました。なお、前中間連結会計期

間は、変更後の方法によった場合に比

べて、売上高は６百万円少なく、営業

損失及び営業外収益はそれぞれ同額多

く計上されておりますが、経常損失及

び税金等調整前当期純損失への影響は

ありません。  

    

 （連結子会社の中間決算日等に関す

る事項） 

      ────── ────── 

 連結子会社のうち、㈱サハダイヤモ

ンド、㈱サハダイヤモンドマニュファ

クチュアリングの中間決算日は、６月

30日であります。従来、中間連結財務

諸表作成に当たっては、これらの会社

については、中間連結決算日現在で実

施した仮決算に基づく財務諸表を使用

しておりましたが、前連結会計年度の

下期において、前記連結子会社２社に

ついては、同中間決算日現在の財務諸

表を使用することに変更いたしました 

。ただし、中間連結決算日までの期間

に発生した重要な取引については、連

結上必要な調整を行っております。 

  

  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

は、100百万円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、365百万円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、258百万円であります。 

※２ 投資その他の資産の減価償却累

計額は、１百万円であります。 

※２ 投資その他の資産の減価償却

累計額は、６百万円でありま

す。 

※２ 投資その他の資産の減価償却累

計額は、４百万円であります。 

※３ 中間連結会計期間末日満期手形

の会計処理については、当中間連

結会計期間の末日が金融機関の休

日でしたが、満期日に決済が行わ

れたものとして処理しておりま

す。当中間連結会計期間末日満期

手形の金額は、次のとおりであり

ます。 

    受取手形   13百万円 

※３    ────── ※３    ────── 

※４    ────── ※４    ────── ※４ 担保にしている資産  

 投資有価証券359百万円 

 上期資産は、未払金277百万円 

 の担保に供しております。 

※５     ────── ※５ 減価償却累計額には、減損損失

累計額が含まれております。  

 ※５     同左 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１    ────── ※１固定資産売却益の主な内容は、次 

  のとおりであります。 

    土地       27百万円 

※１    ────── 

  

  

※２  その他（固定資産除却損）の主

な内訳は、次のとおりでありま

す。 

 機械装置(サハダイヤモンド)  

          ０百万円 

  

※２ その他（固定資産除却損）の主

な内訳は、次のとおりでありま

す。 

 建物        ０百万円 

工具器具備品     ０百万円 

  

  

※２ その他（固定資産除却損）の主

な内訳は、次のとおりでありま

す。 

工具器具備品     ０百万円  

   その他（固定資産売却損）の内 

容は次のとおりであります。 

工具器具備品    ６百万 

※３    ────── ※３ 減損損失 

  当中間連結会計期間において 

   、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失

を計上しました。 

（１）場所・・本店（東京都墨田区） 

   用途・・事業用資産 

   種類・・建物附属設備及び工 

       具、器具備品等 

※３ 減損損失 

  当連結会計年度において、当

社グループは以下の資産グルー

プについて減損損失を計上しま

した。 

（１）場所・・本店（東京都墨田区） 

   用途・・事業用資産 

   種類・・建物附属設備及び工 

     具、器具備品等 

  （２）場所・・公開型株式会社サハダ 

    イヤモンド（ロシア連 

    邦サハ（ヤクーチア） 

    共和国） 

 用途・・事業用資産 

 種類・・建物及び工具、器具備

     品等 

（２）場所・・公開型株式会社サハダ 

    イヤモンド（ロシア連 

    邦サハ（ヤクーチア） 

    共和国） 

 用途・・事業用資産 

 種類・・建物及び工具、器具備

     品等 

      当社グループは、原則として、

事業用資産については、事業部

を基準としてグルーピングを行

っております。その結果事業用

資産について、収益性の悪化に

より、回収可能価額が帳簿価格

を下回った上記資産グループの

帳簿価格を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失

（97百万円）として特別損失に

計上しました。 

   減損損失の内訳 

   建物及び構築物     57百万円 

   機械及び装置      ５百万円 

   車両運搬具       ２百万円 

   工具器具備品      31百万円 

   ─────――――───── 

   計           97百万円 

    なお、当資産グループの回収可

能価額は正味売却価額により測

定しております。 

    当社グループは、原則として、

事業用資産については、事業部

を基準としてグルーピングを行

っております。その結果事業用

資産について、収益性の悪化に

より、回収可能価額が帳簿価額

を下回った上記資産グループの

帳簿価格を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失

（116百万円）として特別損失に

計上しました。 

    減損損失の内訳 

    建物及び構築物    73百万円 

    機械及び装置    ２百万円 

   車両運搬具     １百万円 

   工具器具備品     38百万円 

   ─────――――───── 

    計        116百万円 

    なお、当資産グループの回収可

能価額は正味売却価額により測

定しており、建物及び土地につ

いては不動産鑑定評価額により

評価しております。 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．上記のほか株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が１千株あります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 （注）１．第３回新株予約権及び自己新株予約権の減少は、新株予約権の消却によるものであります。 

 ２．第３回自己新株予約権の増加は、新株予約権の取得によるものであります。 

 ３．上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 972,657 － － 972,657 

合計 972,657 － － 972,657 

自己株式        

普通株式 （注）１ 11 0 － 11 

合計 11 0 － 11 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約
権の目的
となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（千株）  
当中間連結
会計期間末
残高 
（百万円）

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間増
加 

当中間連結
会計期間減
少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社

（親会社） 

第２回新株予約権 普通株式 15,000 － － 15,000 － 

第３回新株予約権（注）１ 
普通株式

111,000 － 36,000 75,000 8 

（自己新株予約権 （注）１、２ － (36,000) (36,000) （－）  （－） 

合計  － － － － － 
8 

（－） 



当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の発行済株式数の増加8,401,196株は、新株予約権の権利行使による新株式の発行によるものであ 

      ります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加12,076株は単元未満株式の買取によるものであります。同じく減少 

  1,280株は単元未満株式の売渡しによるものであります。 

３．上記のほか株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が10株あります。  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 （注）１．第４回新株予約権の当中間連結会計期間増加は、第４回新株予約権の発行要領に規定された行使価格等の修

正条項の適用によるもの5,625千株であります。 

 ２．第５回新株予約権の当中間連結会計期間減少は、新株予約権の行使によるものであります。 

 ３．第６回新株予約権の当中間連結会計期間増加は、新株予約権の発行によるものです。また、当中間連結会計 

   期間減少は新株予約権の行使によるものであります。 

 ４．上記の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。 

 ３．配当に関する事項 

   該当事項はありません。 

   

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式         

普通株式（注）１ 10,676,578 8,401,196 － 19,077,774 

合計 10,676,578 8,401,196 － 19,077,774 

自己株式        

普通株式（注）２ 124 12,076 1,280 10,920 

合計 124 12,076 1,280 10,920 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約
権の目的
となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（千株）  
当中間連結
会計期間末
残高 
（百万円）

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間増
加 

当中間連結
会計期間減
少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社

（親会社） 

第４回新株予約権（注）１ 普通株式 7,290 5,625 － 12,555 32 

第５回新株予約権（注）２ 普通株式 33,000 － 8,280 24,720 29 

 第６回新株予約権（注）３  普通株式 － 10,676 121 10,555 － 

合計   － － － － － 62 



前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の発行済株式数の増加95,000,000株は、第三者割当増資による増加50,000,000株、新株予約権の 

      権利行使による新株式の発行による増加45,000,000株であります。 

２．普通株式の発行済株式数の減少1,056,981,306株は、平成19年3月31日付で100株を1株に株式併合したことに 

  よる減少です。 

３．普通株式の自己株式の増加1,400株は単元未満株式の買取による増加です。 

４．普通株式の自己株式の株式数の減少12,300株は、平成19年3月31日付で100株を1株に株式併合したことによ 

  る減少です。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 （注）１．第２回新株予約権の当連結会計年度の減少は、新株予約権の行使によるものです。 

 ２．第３回新株予約権及び自己新株予約権の当連結会計年度減少は、新株予約権の消却によるものであります。 

 ３．第３回自己新株予約権の当連結会計年度増加は、新株予約権の取得によるものであります。 

 ４．第４回新株予約権及び第５回新株予約権の当連結会計年度増加は、新株予約権の発行によるものであります 

   。 

 ５．第４回新株予約権の当連結会計年度減少は、新株予約権の行使によるもの30,000千株及び平成19年３月31日 

   付で100株を１株に株式併合したことに伴い、第４回新株予約権の発行要領に規定された行使価格等の修正条

   項の適用によるもの262,710千株であります。 

 ６．第５回新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

 ３．配当に関する事項 

   該当事項はありません。 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末株
式数（株） 

発行済株式         

普通株式（注）１.２ 972,657,884 95,000,000 1,056,981,306 10,676,578 

合計 972,657,884 95,000,000 1,056,981,306 10,676,578 

自己株式         

普通株式（注）３.４ 11,024 1,400 12,300 124 

合計 11,024 1,400 12,300 124 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約
権の目的
となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（千株）  
当連結会計
年度末残高
（百万円）前連結会計

年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社

（親会社） 

第２回新株予約権（注）１ 普通株式 15,000       － 15,000       －       － 

第３回新株予約権（注）２ 

(自己新株予約権)（注）２，３ 

 普通株式

  

111,000 

    － 

       － 

 (111,000)

111,000 

 (111,000)

      － 

     (－) 

      － 

     (－) 

 第４回新株予約権（注）４，５  普通株式     － 300,000 292,710 7,290 32 

 第５回新株予約権（注）４，６ 普通株式     － 33,000      － 33,000 39 

  

合計 

  

  － 

  

    －     －     －     － 
     72 

   (－) 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月１日

至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）において、当社グルー

 プは、注記しなければならないリース取引がないため、該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） 

現金及び預金勘定 1,247百万円 

現金及び現金同等物 1,247百万円 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成19年９月30日現在） 

現金及び預金勘定 1,104百万円

現金及び現金同等物 1,104百万円

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

（平成19年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 670百万円

現金及び現金同等物 670百万円



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注）当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について36百万円減損処理を行っております。

なお、当該株式の減損にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合

には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と

認められた額について減損処理を行っております。 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

種類 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

  株式 1,445 1,370 △75 

 債権 国債・地方債等 － － － 

    社債 － － － 

     その他 － － － 

  その他 － － － 

合計 1,445 1,370 △75 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 20 

非上場の外国証券投資信託  99 

種類 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

  株式 2,502 1,933 △568 

 債権 国債・地方債等 － － － 

    社債 － － － 

     その他 － － － 

  その他 － － － 

合計 2,502 1,933 △568 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 35 

非上場の外国証券投資信託  30 



前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注） 当連結会計年度において、有価証券について45百万円（その他有価証券で時価のある株式45百万円）減損処理 

 を行っております。 

 なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を 

 行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っ 

 ております。 

種類 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

  株式 2,076 2,031 △45 

 債権 国債・地方債等 － － － 

    社債 － － － 

     その他 － － － 

  その他 － － － 

合計 2,076 2,031 △45 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 20 

非上場の外国証券投資信託  49 



（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月１

日 至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

 前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）及び当中間連結会計期間（自平成19年４月

１日 至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）当社グループ

は、ストックオプションを付与していないため、該当事項はありません。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

   宝飾品事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

   宝飾品事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

   宝飾品事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメン

トの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省

略しております。 



【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

  前連結会計年度（平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的接近度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

  ヨーロッパ……ロシア、ベルギー 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に配賦不能営業費用はありません。 

 ４．会計方針の変更 

（前中間連結会計期間）「追加情報」に記載のとおり、前連結会計年度の下期において、家賃収入については

売上高に含めて処理することに変更いたしました。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して 

、当中間連結会計期間の売上高は、日本が12百万円増加し、営業利益が同額増加しております。なお、日本以

外のセグメントについて与える影響はありません。 

 
日本 

（百万円） 
ヨーロッパ 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 1,477 455 1,932 ―  1,932 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
238 686 925 (925) ―  

計 1,715 1,142 2,857 (925) 1,932 

営業費用 2,032 1,169 3,202 (916) 2,285 

営業利益（又は営業損失） △317 △27 △344 (8) △352 

 
日本 

（百万円） 
ヨーロッパ 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 968 926 1,894 － 1,894 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ 221 221 (221) －  

計 968 1,147 2,115 (221) 1,894 

営業費用 1,727 1,187 2,914 (239) 2,675 

営業利益（又は営業損失） △759 △39 △798       17 △780 

 
日本 

（百万円） 
ヨーロッパ 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 2,473 1,012 3,486 －  3,486 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
378 1,034 1,412 (1,412) －  

計 2,851 2,046 4,898 (1,412) 3,486 

営業費用 3,703 2,133 5,837 (1,386) 4,451 

営業利益（又は営業損失） △852 △86 △939 (26) △965 



【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

  

 前連結会計年度（平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

（注） １．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

    ２．各区分に属する国又は地域の内訳は次の通りであります。 

    （１）アジア・・・タイ、香港、インド 

    （２）ヨーロッパ・・・ロシア、ベルギー、イスラエル 

    （３）北米・・・米国、カナダ 

    ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  アジア ヨーロッパ 北米  計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 103 459 6 569 

Ⅱ 連結売上高（百万円）       1,932 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 5.4 23.8 0.3 29.5 

     アジア   ヨーロッパ 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 212 959 1,171 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     1,894 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 11.2 50.7 61.9 

  アジア ヨーロッパ 北米  計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 178 1,042 6 1,228 

Ⅱ 連結売上高（百万円）       3,486 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 5.1 29.9 0.2 35.2 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 7 円 39銭 

１株当たり中間純損失 

金額 

0 円 76銭 

１株当たり純資産額 411円 01銭 

１株当たり中間純損失 

金額 

 80円 10銭 

１株当たり純資産額 748円36銭 

１株当たり当期純損失 

金額 

 164 円65銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり中間

純損失であるため記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式は存在するものの、１株当たり中

間純損失であるため記載しておりま

せん。 

当社は、平成19年３月31日付で100

株を１株に株式併合しております。 

なお、当該株式併合が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前中間連結会

計期間における１株当たり情報につ

いては、以下のとおりとなります。 

前中間連結会計期間 

１株当たり純資産額  739円36銭 

１株当たり中間純損失  76円16銭 

 金額   

潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については潜在株式は存在

するものの１株当たり中間純損失で

あるため、記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式は存在するものの、１株当たり当

期純損失であるため記載しておりま

せん。 

当社は、平成19年３月31日付で100

株を１株に株式併合しております。 

なお、当該株式併合が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前連結会計年

度における１株当たり情報について

は、以下のとおりとなります。 

前連結会計年度  

１株当たり純資産額  817円36銭 

１株当たり当期純損失 70円31銭 

 金額 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については潜在株式は存在

するものの１株当たり当期純損失で

あるため、記載しておりません。 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

中間（当期）純損失（百

万円） 
740 1,498 1,659 

普通株主に帰属しない金

額（百万円） 
－ －   － 

普通株式に係る中間（当

期）純損失（百万円） 
740 1,498 1,659 

期中平均株式数（千株） 972,646 18,705 10,079 

希薄化効果を有しないた

め、潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）純利

益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

第２回新株予約権１種類

（新株予約権の数15個）、

第３回新株予約権１種類

（新株予約権の数75個）及

び第１回無担保転換社債型

新株予約権付社債（券面総

額1,000百万円）。なお、こ

れらの概要は「第４提出会

社の状況、１株式等の状況 

、(２)新株予約権等の状

況」に記載のとおりであり

ます。 

新株予約権３種類（新株予

約権の数10,557,979個）な

お、これらの概要は「第４

提出会社の状況、１株式等

の状況、(２)新株予約権等

の状況に記載のとおりであ

ります。 

新株予約権２種類（新株予

約権の数3,570個）なお、こ

れらの概要は「第４提出会

社の状況、１株式等の状況

（２)新株予約権等の状況」

に記載のとおりであります 

。 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

   当中間連結会計期間終了後、平成18年10月５日開催の取締役会決議を経て、平成18年10月24日付けで第三者

割当による募集株式の払込発行が行なわれました。 

       募集株式の概要 

         募 集 株 式 数         普通株式 200,000,000株 

         払 込 金 額         １株につき 18円 

         払込金額の総額         3,600百万円  （注）１ 

         資本金組入れ額         １株につき ９円 

         資本金組入れ額の総額      1,800百万円  （注）１ 

         払 込 期 日         平成18年10月24日 

         割当先及び割当株式数      株式会社サハ資源開発事業団 200,000,000株  （注）１   

      （注）１．上記ファイナンス概要中、該当項目については、払込発行時に下記の様に変更されております。 

         払込金額の総額         900百万円   

         資本金組入れ額の総額      450百万円   

         割当先及び割当株式数      株式会社サハ資源開発事業団 50,000,000株     

   当中間連結会計期間終了後、平成18年10月５日開催の取締役会決議を経て、平成18年10月24日付けで第三者

割当による第４回新株予約権の払込発行が行なわれました。 

       新株予約権の概要 

         新株予約権の名称        株式会社サハダイヤモンド第４回新株予約権 

         新株予約権の総数        300個（１個あたりの目的である普通株式の数 １百万株） 

         払  込 金 額              新株予約権１個あたり 120,000円 

         払込金額の総額         36百万円 

         割当日及び払込期日       平成18年10月24日 

         割当先及び割当個数       株式会社サハ資源開発事業団   260個 

                         グリーン・キャピタル株式会社  40個  (注)１  

         新株予約権の行使期間      平成18年10月25日から平成21年10月31日まで 

         新株予約権行使による払込金額  １株につき20円 

         株式の種類及び数        普通株式 300,000,000株 

      （注）１．上記ファイナンス概要中、該当項目については、平成18年10月25日付で割当先の申出により、同

日付 開催の取締役会決議を経て、所有する全部が下記新割当先へ譲渡されております。 

         割当先及び割当先個数      シー・エフ・アイ株式会社  40個 

      当中間連結会計期間終了後、平成18年10月５日開催の取締役会決議を経て、平成18年10月24日付けで第１回

無担保転換社債型新株予約権付社債の繰上げ償還を行っております。 

         繰上償還額     ： 1,000百万円 

         償還後残存額面総額 ： ０円 

      当中間連結会計期間終了後、平成18年10月５日開催の取締役会決議を経て、平成18年10月24日付けで第３回

新株予約権の取得・消却を行っております。 

         取得・消却する新株予約権の数  ： 75個（75百万株） 

         消却後に残存する新株予約権の数 ： ０個 

  当中間連結会計期間終了後、平成18年10月１日から平成18年11月30日までに、第２回及び第４回新株予約権

の行使が行なわれました。 

年月日 
発行する株式の種

類及び数 
発行価額 発行総額 

発行価額のうち資

本へ組み入れる額 
資金使途 

平成18年11月 
 第２回 普通株式15百万株 ８円  120百万円  60百万円  運転資金 

 第４回 普通株式20百万株 20円  400百万円  200百万円  運転資金他 



当連結中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  当中間連結会計期間終了後、平成19年10月１日から平成19年11月30日までに、下記の通り行使が行なわれま

した。 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

    （１）当社は、平成19年５月24日開催の取締役会において、「資本準備金の額の減少」を平成19年６月28日開催 

      の第42回定時株主総会に付議することを決議いたしました。 

      ①資本準備金の減少の目的 

      会社法第448条第１項の規定に基づき、欠損の補填を目的として、資本準備金の取り崩しを行うものであり 

      ます。     

      ②減少すべき資本準備金の額    1,726,664,074円 

      ③日程 

         取締役会決議日       平成19年５月24日 

         株主総会決議日       平成19年６月28日 

         債権者異議申述公告     平成19年５月25日 

         債権者異議申述最終期限   平成19年６月26日 

         効力発生日         平成19年６月27日 

    （２）新株予約権等       

       第５回新株予約権（発行総額3,300個（1個当たり10,000株払込総額5,610百万円）は、平成19年３月30 

       日に発行いたしましたが平成19年４月中に828個が行使され、1,407百万円の資金調達をいたしました。 

       平成19年５月末現在の未行使残高は2,472個（1個当たり10,000株）4,202百万円となっております。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

年月日 
発行する株式の種類

及び数 
発行価額 発行総額 

発行価額のうち資

本へ組み入れる額 
資金使途 

平成19年10月～11月  第６回  普通株式729,230株 170円  123,969千円 61,984千円 運転資金 

平成19年11月  第５回  普通株式600,000株 170円  102,000千円 51,360千円 運転資金 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金   1,058     802     525    

２ 受取手形 ※４  1     17     6    

３ 売掛金   797     478     541    

４ たな卸資産   3,531     3,404     3,612    

５ 関係会社短期
貸付金   191     439     241    

６ その他 ※３ 415     68     120    

貸倒引当金   △298     △138     △43    

流動資産合計     5,697 63.2   5,072 61.5   5,005 58.4 

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産                    

 （1）建物及び
構築物  

※
１,6 

204     －     207    

（2）土地   366     －     366    

（3）その他 
※
１,6 

102     24     64    

計   673     24 637     

２ 無形固定資産   12     77     3    

３ 投資その他の
資産                    

(1）投資有価証
券 

※5 1,490     1,999     2,101    

(2）関係会社株
式   77     －     25    

(3）関係会社長
期貸付金   568     981     568    

(4）破産債権、
再生債権、
更生債権そ
の他これら
に準ずる債
権等 

  652     1,140     1,114    

(5）その他 ※２ 557     326     362    

貸倒引当金   △718     △1,369     △1,244    

 計   2,628     3,078   2,928     

固定資産合計     3,313 36.8   3,180 38.5   3,570 41.6 

資産合計     9,010 100.0   8,252 100.0   8,575 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 買掛金   391     269     217    

２ 賞与引当金   7     6     6    

３ その他 ※５  321     123     365    

流動負債合計     720 8.0   400 4.8   589 6.9 

Ⅱ 固定負債                    

 １ 社債   1,000     －     －    

２ その他   3     4     4    

固定負債合計     1,003 11.1   4 0.1   4 0.1 

負債合計     1,724 19.1   404 4.9   593 6.9 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１ 資本金     6,150 68.3   7,680 93.1   6,961 81.2 

２ 資本剰余金                    

（1）資本準備金   1,862     1,666     2,674    

資本剰余金合計     1,862 20.7   1,666 20.2   2,674 31.2 

３ 利益剰余金                    

（1）その他利益
剰余金                    

繰越利益剰余
金    △735     △1,560     △1,726    

利益剰余金合計     △735 △8.2   △1,560 △18.9   △1,726 △20.1 

４ 自己株式     △0 △0.0   △2 △0.0   △0 △0.0 

株主資本合計      7,276 80.8   7,784 94.3   7,908 92.2 

Ⅱ 評価・換算差額
等                    

１ その他有価証
券評価差額金     1 0.0   1 0.0   1 0.0 

評価・換算差額
等合計     1 0.0   1 0.0   1 0.0 

Ⅲ 新株予約権     8 0.1   62 0.8   72 0.8 

 純資産合計     7,286 80.9   7,848 95.1   7,982 93.1 

負債純資産合
計      9,010 100.0   8,252 100.0   8,575 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     1,715 100.0   968 100.0   2,796 100.0 

Ⅱ 売上原価     1,493 87.1   1,073 110.8   2,586 92.5 

売上総利益又
は売上総損失
（△） 

    222 12.9   △104 △10.8   210 7.5 

Ⅲ 販売費及び一般
管理費 

    539 31.4   654 67.6   1,061 37.9 

営業損失     316 △18.5   759 △78.4   851 △30.4 

Ⅳ 営業外収益 ※２   27 1.6   6 0.7   35 1.3 

Ⅴ 営業外費用 ※３   3 0.2   61 6.3   82 2.9 

経常損失     292 △17.1   813 △84.0   898 △32.1 

Ⅵ 特別利益 ※４   3 0.2   27 2.9   2 0.1 

Ⅶ 特別損失 
※５,
６   442 25.7   773 79.9   826 29.5 

税引前中間
（当期）純損
失 

    731 △42.6   1,559 △161.0   1,721 △61.5 

法人税、住民
税及び事業税     3 0.2   0 0.1   4 0.2 

中間（当期）
純損失     735 △42.8   1,560 △161.1   1,726 △61.7 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 
その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計 繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
6,150 2,035 411 2,447 △585 △585 △0 8,011 

中間会計期間中の変動額                

準備金から剰余金への振替

(注) 
  △173   △173 173 173   － 

剰余金の内訳科目間の振替

(注) 
    △411 △411 411 411   － 

中間純損失         △735 △735   △735 

自己株式の取得             △0 △0 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

                

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ △173 △411 △585 △149 △149 △0 △735 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
6,150 1,862 － 1,862 △735 △735 △0 7,276 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券評価差額
金 

評価・換算差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

6 6 12 8,031 

中間会計期間中の変動額        

準備金から剰余金への振替
(注) 

      － 

剰余金の内訳科目間の振替
(注) 

      － 

中間純損失       △735 

自己株式の取得       △0 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

△5 △5 △4 △9 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△5 △5 △4 △744 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

1 1 8 7,286 



当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

 自己株式 株主資本合計 
 資本準備金 

資本剰余金合
計 

その他利益剰
余金 利益剰余金合

計 繰越利益剰余
金 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
6,961 2,674 2,674 △1,726 △1,726 △0 7,908 

中間会計期間中の変動額              

新株の発行 719 719 719       1,438 

準備金から剰余金への振替   △1,726 △1,726 1,726 1,726   － 

中間純損失       △1,560 △1,560   △1,560 

自己株式の取得           △2 △2 

自己株式の処分       △0 △0 0 0 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
              

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
719 △1,007 △1,007 166 166 △1 △124 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
7,680 1,666 1,666 △1,560 △1,560 △2 7,784 

 

評価・換算差額等 

   新株予約権    純資産合計 
その他有価証券評価差額
金 

 評価・換算差額等合計 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

1 1 72 7,982 

中間会計期間中の変動額        

新株の発行       1,438 

準備金から剰余金への振替       － 

中間純損失       △1,560 

自己株式の取得       △2 

自己株式の処分       0 

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

0 0 △9 △9 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

0 0 △9 △133 

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

1 1 62 7,848 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 
その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計 繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
6,150 2,035 411 2,447 △585 △585 △0 8,011 

事業年度中の変動額                

新株の発行 811 811   811       1,623 

準備金から剰余金への振替

(注) 
  △173   △173 173 173   － 

剰余金の内訳科目間の振替

(注) 
    △411 △411 411 411   － 

当期純損失         △1,726 △1,726   △1,726 

自己株式の取得             △0 △0 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 
                

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
811 638 △411 226 △1,141 △1,141 △0 △103 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
6,961 2,674 － 2,674 △1,726 △1,726 △0 7,908 

 

評価・換算差額等 

   新株予約権    純資産合計 
その他有価証券評価差額
金 

 評価・換算差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

6 6 12 8,031 

 事業年度中の変動額        

新株の発行       1,623 

準備金から剰余金への振替(注)       － 

剰余金の内訳科目間の振替(注)       － 

当期純損失       △1,726 

自己株式の取得       △0 

株主資本以外の項目の連結事業
年度中の変動額（純額） 

△4 △4 59 54 

 事業度中の変動額合計 
（百万円） 

△4 △4 59 △48 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

1 1 72 7,982 



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

         ──────   当社の経営成績において、当中間決

算の売上総利益、営業利益、経常利益

が赤字のほか、当中間純利益でも特別

損失の発生等により大幅な赤字を計上

しております。その他、財務指標面か

らみて、連結当期純利益面では、平成

16年３月期より継続的な赤字を計上、

また、営業活動によるキャッシュフロ

ー面でもマイナスとなっております。

このような状況により継続企業の前提

に重要な疑義が存在しております。 

 当社は、この継続企業の前提に重要

な疑義を抱かせる状況を解消するため

、過去の卸売りによる宝飾品事業から

脱皮して、エンドユーザーを相手とし

たブライダルジュエリーを核とした小

売事業へ特化し、利幅の取れる事業を

構築してまいります。 

 具体的には、組織の見直しを行いな

がら、商品部では、商品構成の企画開

発を強化し、販売面では、エンゲージ

リングに特化した店舗の出店のほか百

貨店・各企業向けの展示会の開催、イ

ンターネットのショッピングサイトの

構築により、当社グループのサハ産ダ

イヤモンドをブランド化し、差別化し

た商品として販売活動を行いながら、

実効ある事業を推進し、営業収益の向

上を図ってまいります。 

 一方、当中間決算（連結）の当社グ

ループの現預金残高は、1,104百万円

（前期末比433百万円増）と前期末比

増加しておりますが、今後の事業展開

を考慮すると決して充分な手持ち資金

とはいえません。その他、現在、所有

しております簿価（平成19年10月末現

在）1,921百万円の投資有価証券の資

金化も視野に入れ、また、現在、発行

済の新株予約権を所有している投資家

から引き続いて権利行使による資本増

強の協力を得ながら、新しい事業に専

念邁進できる体制作りができるものと

考えております。 

 なお、中間財務諸表は、継続企業を

前提として作成しており、このような

重要な疑義の影響を中間財務諸表に反

映しておりません。 

        ────── 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法  同左  同左 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は部分純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

 同左  決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は部分純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法による原価法  同左  同左 

(2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

商品 商品 商品 

ダイヤの一部 

個別法による原価法 

  同左   同左 

その他の商品 

移動平均法による原価法 

   

２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）について

は定額法）を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

 建物及び構築物 10～65年 

      同左   

  

  

  

  

    なお、主な耐用年数は以下 

   のとおりであります。 

    工具器具備品２～10年 

（会計方法の変更） 

   法人税法の改正に伴い、当中 

  間会計期間より、平成19年４月 

  １日以降に取得した有形固定資 

  産について、改正後の法人税法 

  に基づく減価償却の方法に変更 

  しおります。 

   これによる損益に与える影響 

  は軽微であります。 

      同左 

  

  

  

  

    なお、主な耐用年数は次の 

   とおりであります。 

     建物及び構築物 10～65年 

(2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用

可能期間（５年）に基づいてお

ります。 

 （3）長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

     同左 

  

  

  

  

 （3）長期前払費用 

  ──────― 

(2）無形固定資産 

     同左 

  

  

  

  

 （3）長期前払費用 

    定額法を採用しております。

３．繰延資産の処理方法 ３．繰延資産の処理方法 ３．繰延資産の処理方法 

(1）株式交付費 (1）株式交付費 (1）株式交付費 

──────―    支出時に全額費用として処理 

しております。  

        同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．引当金の計上基準 ４．引当金の計上基準 ４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒

損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により 

、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

同左 同左 

(2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備え

るため、個別に計算した支給

見込額を計上しております。 

同左         同左 

５.リース取引の処理方法 ５.リース取引の処理方法 ５.リース取引の処理方法 

   ──────―  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた 

会計処理方法によっております。 

      同左 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

６．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理方法  消費税等の会計処理方法  消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっております。 同左 同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）  

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は7,278百万円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

─────   （貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準）  

 当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は7,910百万円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照

表の純資産の部については、財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

           ──────  

        

 （中間貸借対照表） 

 前中間期まで区分掲載しておりました「関係会社株式」

（当中間期末０百万円）は当中間期末において資産の総額

の100分の５以下となったので、投資その他の資産の「そ

の他」に含めて表示しております。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 （家賃収入）      ────── ────── 

従来、家賃収入は営業外収益として

処理しておりましたが、前事業年度の

下期において家賃収入については売上

高に含めて処理することに変更いたし

ました。なお、前中間会計期間は、変

更後の方法によった場合に比べて、売

上高は６百万円少なく、営業損失及び

営業外収益はそれぞれ同額多く計上さ

れておりますが、経常損失及び税引前

当期純損失への影響はありません。  

    



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償

却累計額 

85百万円 244百万円 156百万円

※２．投資その他の資産の減

価償却累計額 

1百万円 6百万円 4百万円

※３．消費税等の取扱い  税抜方式によっておりま

す。なお、仮払消費税等及

び仮受消費税等は相殺のう

え、流動資産の「その他」

に含めて表示しておりま

す。 

     同左     ────── 

※４．中間期末日満期手形  中間期末日満期手形の会

計処理については、当中間

会計期間の末日は金融機関

の休日でしたが、満期日に

決済が行われたものとして

処理しております。当中間

期末日満期手形の金額は、

次のとおりであります。 

 受取手形  13百万円  

    ────── ────── 

※５．担保に供している資産     ──────      ──────  投資有価証券359百万円

上記資産は、未払金277百

万円の担保に供しておりま

す。 

※６．減損損失累計額      ──────   減価償却累計額には、減

損損失累計額が含まれてお

ります。 

同左 



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 １．減価償却実施額      

有形固定資産 20 百万円  23百万円 57 百万円 

無形固定資産 － 百万円 －百万円 － 百万円 

※２．営業外収益のうち主要

なもの 

     

受取利息 3  百万円 2 百万円 5  百万円 

受取配当金 2  百万円 0 百万円 11  百万円 

為替差益  15  百万円 － 百万円    9  百万円 

※３．営業外費用のうち主要

なもの 

     

 支払利息 3 百万円 －百万円  3 百万円 

株式交付費 － 百万円     21百万円 1 百万円 

為替差損 － 百万円  38百万円 － 百万円 

※４．特別利益のうち主要な

もの 
     

固定資産売却益 － 百万円 27百万円  － 百万円 

貸倒引当金戻入益 2 百万円 0百万円 － 百万円 

投資有価証券売却益 2 百万円 －百万円 2 百万円 

※５．特別損失のうち主要な

もの 
     

関係会社株式評価損 － 百万円 25百万円 50 百万円 

貸倒引当金繰入額 352 百万円 141百万円 622 百万円 

減損損失 － 百万円  83百万円 31 百万円 

投資有価証券評価

損  89 百万円   523百万円 69 百万円 

 ※６．減損損失     ──────  当中間会計期間において、

以下の資産グループについて

減損損失を計上しました。 

場所・・本店（東京都墨田 

    区） 

用途・・事業用資産 

種類・・建物附属設備及び 

    工具、器具備品等 

  当社は、原則として、事業

用資産について、収益性の悪

化により回収可能価額が帳簿

価格を下回った上記資産グル

ープの帳簿価格を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を

減損損失（83百万円）として

特別損失に計上しました。 

減損損失の内訳 

 建物       47百万円 

 機械及び装置  ５百万円 

 車両運搬具   ２百万円 

 工具器具備品   27百万円 

 ─────────――― 

 計       83百万円 

 なお、当資産グループの回

収可能価額は正味売却価額に

より測定しております。 

  当事業年度において、以下

の資産グループについて減損

損失を計上しました。 

場所・・本店（東京都墨田 

    区） 

用途・・事業用資産 

種類・・建物附属設備及び 

    工具、器具備品等 

  当社は、原則として、事業

用資産について、収益性の悪

化により回収可能価額が帳簿

価格を下回った上記資産グル

ープの帳簿価格を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を

減損損失（31百万円）として

特別損失に計上しました。  

減損損失の内訳 

 建物       17百万円 

 機械及び装置  ２百万円 

 車両運搬具   １百万円 

 工具器具備品  11百万円 

 ─────────――― 

 計       31百万円 

 なお、当資産グループの回

収可能価額は正味売却価額に

より測定しており、建物及び

土地については不動産鑑定し

ており、建物及び土地につい

ては不動産鑑定評価額により

評価しております。 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．上記のはか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が１千株あります。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加12,076株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少1,280株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加1,400株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少12,300株は、平成19年３月31日付で100株を１株に株式併合したことに 

  よる減少です。 

（リース取引関係） 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成

19年９月30日）及び前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）において、当社グループは、注記

 しなければならないリース取引がないため、該当事項はありません。 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式  （注）１ 11 0 － 11 

合計 11 0 － 11 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式  （注）１,２ 124 12,076 1,280 10,920 

合計 124 12,076 1,280 10,920 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当事業年度増加株式
数（株） 

当事業年度減少株式
数（株） 

当事業年度末株式数
（株） 

普通株式  （注）１,２ 11,024 1,400 12,300 124 

合計 11,024 1,400 12,300 124 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 7 円48銭 

１株当たり中間純損失 

金額 

0 円75銭 

１株当たり純資産額 408円 36 銭

１株当たり中間純損失

金額 

 83円 40銭

１株当たり純資産額 747円64 銭 

１株当たり当期純損失

金額 

171円31銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり中間

純損失であるため記載しておりませ

ん。  

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり中間

純損失であるため記載しておりませ

ん。         

  当社は、平成19年3月31付で100株 

 を１株に株式併合しております。 

 なお、当該株式併合が前期首に行わ 

 れたと仮定した場合の前中間会計期 

 間における1株当たり情報については

 、以下のとおりとなります。 

 前中間会計期間 

  １株当たり純資産額      748円26銭

  １株当たり中間純損失金額 75円58銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式は

存在するものの１株当たり中間純損失

であるため記載しておりません。  

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり当期

純損失であるため記載しておりませ

ん。 

  当社は、平成19年3月31付で100株 

 を1株に株式併合しております。 

 なお、当該株式併合が前期首に行わ 

 れたと仮定した場合の前事業年度に 

 おける１株当たり情報については、

 以下のとおりとなります 

 前事業年度 

 １株当たり純資産額    824円37銭 

 １株当たり当期純損失金額66円23銭 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利 

 益金額については、１株当たり中間 

 純損失であるため記載しておりませ 

 ん。  

 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

中間（当期）純損失（百

万円） 
735 1,560 1,726 

普通株主に帰属しない金

額（百万円） 
－  －  － 

普通株式に係る中間（当

期）純損失（百万円） 
735 1,560 1,726 

期中平均株式数（千株） 972,646 18,705 10,079 

希薄化効果を有しないた

め、潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）純利

益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

第２回新株予約権１種類

（新株予約権の数15個）、

第３回新株予約権１種類

（新株予約権の数75個）及

び第１回無担保転換社債型

新株予約権付社債（券面総

額1,000百万円）。なお、こ

れらの概要は「第４提出会

社の状況、１株式等の状

況、(２)新株予約権等の状

況」に記載のとおりであり

ます。 

新株予約権３種類（新株予

約権の数10,557,979個）な

お、これらの概要は「第４

提出会社の状況、１株式等

の状況、(２)新株予約権等

の状況」に記載のとおりで

あります。 

新株予約権２種類（新株予

約権の数3,570個）なお、新

株予約権等の概要は「第４

提出会社の状況」(２)新株

予約権等の状況」に記載の

とおりであります。 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

   当中間会計期間終了後、平成18年10月５日開催の取締役会決議を経て、平成18年10月24日付けで第三者割当

による募集株式の払込発行が行なわれました。 

       募集株式の概要 

         募 集 株 式 数         普通株式 200,000,000株 

         払 込 金 額         １株につき 18円 

         払込金額の総額         3,600百万円  （注）１ 

         資本金組入れ額         １株につき ９円 

         資本金組入れ額の総額      1,800百万円  （注）１ 

         払 込 期 日         平成18年10月24日 

         割当先及び割当株式数      株式会社サハ資源開発事業団 200,000,000株  （注）１   

      （注）１．上記ファイナンス概要中、該当項目については、払込発行時に下記の様に変更されております。 

         払込金額の総額         900百万円   

         資本金組入れ額の総額      450百万円   

         割当先及び割当株式数      株式会社サハ資源開発事業団 50,000,000株     

   当中間会計期間終了後、平成18年10月５日開催の取締役会決議を経て、平成18年10月24日付けで第三者割当

による第４回新株予約権の払込発行が行なわれました。 

       新株予約権の概要 

         新株予約権の名称        株式会社サハダイヤモンド第４回新株予約権 

         新株予約権の総数        300個（１個あたりの目的である普通株式の数 １百万株） 

         払  込 金 額              新株予約権１個あたり 120,000円 

         払込金額の総額         36百万円 

         割当日及び払込期日       平成18年10月24日 

         割当先及び割当個数       株式会社サハ資源開発事業団   260個 

                         グリーン・キャピタル株式会社  40個  (注)１  

         新株予約権の行使期間      平成18年10月25日から平成21年10月31日まで 

         新株予約権行使による払込金額  １株につき20円 

         株式の種類及び数        普通株式 300,000,000株 

      （注）１．上記ファイナンス概要中、該当項目については、平成18年10月25日付で割当先の申出により、同

日付 開催の取締役会決議を経て、所有する全部が下記新割当先へ譲渡されております。 

         割当先及び割当先個数      シー・エフ・アイ株式会社  40個 

      当中間会計期間終了後、平成18年10月５日開催の取締役会決議を経て、平成18年10月24日付けで第１回無担

保転換社債型新株予約権付社債の繰上げ償還を行っております。 

         繰上償還額     ： 1,000百万円 

         償還後残存額面総額 ： ０円 

      当中間会計期間終了後、平成18年10月５日開催の取締役会決議を経て、平成18年10月24日付けで第３回新株

予約権の取得・消却を行っております。 

         取得・消却する新株予約権の数  ： 75個（75百万株） 

         消却後に残存する新株予約権の数 ： ０個 

  当中間会計期間終了後、平成18年10月１日から平成18年11月30日までに、第２回及び第４回新株予約権の行

使が行なわれました。 

年月日 
発行する株式の種

類及び数 
発行価額 発行総額 

発行価額のうち資

本へ組み入れる額 
資金使途 

平成18年11月  第２回 普通株式15百万株 ８円  120百万円  60百万円  運転資金 

   第４回 普通株式20百万株 20円  400百万円  200百万円  運転資金他 



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  当中間会計期間終了後、平成19年10月１日から平成19年11月30日までに、下記の通り新株予約権の行使が行

なわれました。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

    （１）当社は、平成19年５月24日開催の取締役会において、「資本準備金の額の減少」を平成19年６月28日開催 

      の第42回定時株主総会に付議することを決議いたしました。 

      ①資本準備金の減少の目的 

      会社法第448条第１項の規定に基づき、欠損の補填を目的として、資本準備金の取り崩しを行うものであり 

      ます。     

      ②減少すべき資本準備金の額    1,726,664,074円 

      ③日程 

         取締役会決議日       平成19年５月24日 

         株主総会決議日       平成19年６月28日 

         債権者異議申述公告     平成19年５月25日 

         債権者異議申述最終期限   平成19年６月26日 

         効力発生日         平成19年６月27日 

    （２）新株予約権等       

        第５回新株予約権（発行総額3,300個（1個当たり10,000株払込総額5,610百万円）は、平成19年３月31 

         日に発行いたしましたが平成19年４月中に828個が行使され、1,407百万円の資金調達をいたしました。 

        平成19年５月末現在の未行使残高は2,472個（1個当たり10,000株）4,202百万円となっております。 

            

年月日 
発行する株式の種類

及び数 
発行価額 発行総額 

発行価額のうち資

本へ組み入れる額 
資金使途 

平成19年10月～11月  第６回  普通株式729,230株 170円  123,969千円 61,984千円 運転資金 

平成19年11月  第５回  普通株式600,000株 170円  102,000千円 51,360千円 運転資金 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(１）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第42期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 平成19年６月28日関東財務局長に提出 

（２）臨時報告書 

 平成19年４月４日関東財務局長に提出 

   証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく臨時報告

   書（主要株主の異動）であります。 

（３）臨時報告書 

 平成19年８月30日関東財務局長に提出 

 証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号の規定に基づ

 く臨時報告書であります。 

（４）有価証券報告書の訂正報告書 

    平成19年10月19日関東財務局長に提出 

    事業年度（第42期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

   ます。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１８年１２月２０日  

株式会社サハダイヤモンド      

   取 締 役 会 御中 

  藤井幸雄公認会計士事務所  

  公認会計士   藤井 幸雄  印 

  橘内公認会計士事務所  

  公認会計士   橘内 進  印 

 私たちは、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

サハダイヤモンドの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年

４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある

。 

 私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中間連結財務諸

表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続き等を中心とした監査手続きに必要に応じて追加

の監査手続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 私たちは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社サハダイヤモンド及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                 以   上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

     別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１９年１２月２０日  

株式会社サハダイヤモンド      

   取 締 役 会 御中 

  フロンティア監査法人  

                 指定社員 

                 業務執行社員 
公認会計士    藤井 幸雄  印           

                 指定社員 

                 業務執行社員 
公認会計士    橋口  貢一    印           

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社サハダイヤモンドの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期

間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中

間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。

この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社サハダイヤモンド及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

 「継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」に記載されているとおり、売上総利益、営業利益、経常利益

が赤字のほか、営業活動によるキャッシュ・フロー面でもマイナスとなっており、継続企業の前提に関する重要な疑義が

存在している。  

 当該状況に対する経営計画等は、当該注記に記載されている。 

中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映し

ていない。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                 以   上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

     別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１８年１２月２０日  

株式会社サハダイヤモンド      

   取 締 役 会 御中 

  藤井幸雄公認会計士事務所  

  公認会計士   藤井 幸雄  印 

  橘内公認会計士事務所  

  公認会計士   橘内 進  印 

 私たちは、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

サハダイヤモンドの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第４２期事業年度の中間会計期間（平成１８年

４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株

主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中間財務諸表に

は全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を

適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 私たちは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社サハダイヤモンドの平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年

４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                  以  上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

     別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１９年１２月２０日  

株式会社サハダイヤモンド      

   取 締 役 会 御中 

  フロンティア監査法人  

                 指定社員 

                 業務執行社員 
公認会計士    藤井 幸雄 印            

                 指定社員 

                 業務執行社員 
公認会計士    橋口  貢一  印            

  当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社サハダイヤモンドの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第４３期事業年度の中間会計期

間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社サハダイヤモンドの平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１

９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

 「継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」に記載されているとおり、売上総利益、営業利益、経常利益

が赤字のほか、営業活動によるキャッシュ・フロー面でもマイナスとなっており、継続企業の前提に関する重要な疑義が

存在している。  

 当該状況に対する経営計画等は、当該注記に記載されている。 

中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない

。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                  以  上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

     別途保管しております。 
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